
平成２６年度 第１回 市川市自立支援協議会 

 
日 時：平成 26 年 5 月 27 日（火） 

午前 10 時～12 時 

 
場 所：急病診療・ふれあいセンター 
    2 階 第 1 集会室      

     

 

 

 

会 議 次 第 

 
 
１ 開会 

 
２ 障害者支援課長あいさつ 

 
３ 自己紹介 

 
４ 会長・副会長の選出 

 
５ 会議の進め方について 

 
６ 各専門部会の状況について 

 
７ 障害者団体連絡会について 

 
８ 今年度の進め方について 

 
９ その他 

 
10 閉会 



市川市自立支援協議会の運営に関する要綱 

市川市地域自立支援協議会設置要綱（平成２０年２月４日施行）の全部を改

正する。 

（趣旨） 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）第８９条の３第１項の規定に基づき本市に設置する

市川市自立支援協議会（以下「協議会」という。）の運営については、自立支

援協議会の設置運営について（平成２４年３月３０日障発０３３０第２５号

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）別添「自立支援協議会設置

運営要綱」（第２の２及び３並びに第４を除く。）に定めるもののほか、この

要綱の定めるところによる。 

（構成メンバー等） 

第２条 協議会の構成メンバーは、次に掲げる者とし、その合計人数は、２５

人以下とする。 

  相談支援事業を行う者 

  障害者にサービスを提供する事業を行う者 

  障害者の就労を支援する活動を行う者 

  障害者団体の推薦を受けた者 

  障害者の権利擁護に関する事業を行う者 

  障害児の支援を行う者 

  その他市長が適当と認める者 

２ 市長は、必要があると認めるときは、協議会を開催することができる。 

３ 市長は、協議会の構成メンバーについて、２年ごとに見直しを行うものと

する。 

４ 第１項に定めるもののほか、市長は、必要に応じ、関係者に対し協議会へ

の出席を依頼することができる。 

５ 第１項に規定する構成メンバーは、協議会に出席することにより知ること

のできた秘密を漏らしてはならない。構成メンバーでなくなった後も同様と



する。 

（事務） 

第３条 協議会の事務は、福祉部障害者支援課において処理する。 

（補則） 

第４条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２４年１１月１３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 



委員氏名 団体名

1 朝比奈　ミカ 中核地域生活支援センター　がじゅまる

2 長坂　昌宗 基幹型支援センター　えくる

3 酒井　範子
社会福祉法人サンワーク

サンワーク相談支援事業所

4 松尾　明子
特定非営利活動法人ほっとハート
ほっとハート相談支援事業所リンク

5 磯部　利江子
社会福祉法人一路会

地域生活支援センターCan

6 三浦　健
社会福祉法人南台五光福祉協会

やまぶき園

7 金　聖華
特定非営利活動法人千葉精神保健福祉ネット

サポートネット国府台

8 西野　美喜子
特定非営利活動法人生きがいと助けあいＳＳＵ市川

ＳＳＵ介護サービス

9 森田　美智子 日中活動連絡会

10 宮本　正栄 グループホーム等連絡協議会

11 木本　頼子 地域移行支援協議会（病院）

12 内野　智美 居宅支援連絡会

13 永井　洋至 重心サポート会議

14 保戸塚　陽一 障害児支援連絡会

15 小井土　栄一 障害者就労支援センターアクセス

16 大井　好美 障害者団体連絡会

17 富岡　太郎 障害者団体連絡会

18 田上　昌宏 障害者団体連絡会

19 植野　圭哉 障害者団体連絡会

20 木下　静男 障害者団体連絡会

21 中村　正武 障害者団体連絡会

22 山﨑　泰介 社会福祉法人　市川市社会福祉協議会

23 椎名　美幸 市川市立須和田の丘支援学校

24 深澤　祐子 県立船橋特別支援学校

市 川 市 自 立 支 援 協 議 会 委 員

委員分類

相談支援事業者

相談支援事業者

相談支援事業者

相談支援事業者

相談支援事業者

相談支援事業者

相談支援事業者

相談支援事業者

サービス事業者

サービス事業者

サービス事業者

サービス事業者

サービス事業者

就労支援関係者

障害者団体

障害者団体

サービス事業者

障害児支援関係者

障害者団体

障害者団体

障害者団体

障害者団体

権利擁護・地域福祉関係者

障害児支援関係者



２０１４．５．２７ 
市川市地域自立支援協議会全体会議 

相談支援部会からの活動報告 

 

 

１．基幹型支援センターえくるの新年度体制について 

 

 

２．市川障害児者相談支援事業所連絡協議会（通称：IS ネット）の設立 

 

 

３．市川市障害児者相談支援ガイドラインの改定について 

  ・セルフケアプランの考え方、取り扱いについて追加する 

 

 

４．市川市全体における相談支援体制の整備について  → 障害福祉計画に反映させる 

・基幹相談支援センターの設置のあり方 

  ・計画相談の基盤整備のあり方 

  ・その他 

 

 

５．今年度の相談支援事業に関わる研修の計画と実施 

  ・IS ネットとの役割分担の検討 

 

 

資料１



就労支援部会からの報告 

 

就労支援担当者会議からの報告 

 

１．構成メンバー 

市障害者支援課、就労移行支援事業所（南八幡ワークス、えるワーク、障がい者

就職塾、ビルド、第１レンコンの家、パル、ユースキャリアセンターフラッグ、

N-FIT、リバーサル市川、リボン行徳駅前校、ワークアイ・ジョブサポート）、

メンタルサポートセンター、ACT-J、就業・生活支援センター いちされん、 

障害者就労支援センター アクセス、基幹型支援センターえくる 

 

２．今年度の取り組み 

（１）【会議】平成 26 年度：12 回開催予定（毎月 1 回）15:30～17:00 

（２）【企画】 

下記①、②について、就労者担当者会議構成メンバーがグループに分かれ討議・

実施。③については、必要に応じて討議・実施。 

①就労移行支援事業所 合同説明会 

就労移行支援事業所のみの開催でなく、就労継続支援 B 型や生活訓練等の事

業所も含め、「市川の福祉フェス」という大きなくくりで行うことも含め検討。

その場合、「ふくたん」に声を掛け、連携していく。 

特別支援学校の生徒や進路指導部教諭の参加も視野に入れ、開催時期等につ

いては学校側の意見を参考にしていく。 

②雇用促進セミナー 

昨年度の障害者雇用促進セミナーの振り返りと、今年度の企画について、 

ハローワーク市川と連携しながら、就労先や実習先の開拓に繋がる取り組み 

について模索していく。市川商工会議所との連携も検討。 

③情報共有（データベース） 

メーリングリストでは補いきれない情報（求人や実習、発注や地域情報など）

をどのように共有していくか。 

→「ISNET」の状況を確認し、必要に応じて討議・実施していく。 

資料２



福祉的就労担当者会議からの報告 
 

平成 26 年度 福祉的就労担当者会議の取り組み 

１．構成メンバー 

  自立支援協議会、市障害者支援課、就労継続支援Ｂ型事業所（南八幡ワークス、いぶき、ぽらりす、

フォルテ行徳、スクラム、コスモ、スタジオほっとハート、ハピネス行徳）地域活動支援センター

（メンタルサポートセンター、ビーあるふぁ） 

 

１．消費税増税について 

 消費税の増税にあたり、今のところ以下の課題が出ている。 

・自主製品を扱っている事業所は値上げにどう対応しているか。 

・今後外税で契約するか、10％に上がるのを待って現在の額を本体価格とするか。 

   企業と対等に交渉する為に情報をオープンにして話し合う必要がある。 

この他にも、昨年と今年でどのような変化があったのかという実態調査を始め、今後の更なる増税に

向けての対策を講じていく。 

 

２．事業所情報の共有 

利用者が自分で事業所を選べるように、各々の事業所の情報を整理して一つにまとめ、わかりやすく提

示してみようという取り組み。 

Ｂ型の事業所では事業所ごとに特色が異なっているため、「何をやっているか」「障害の種類」「どのよう

なところに重点をおいているのか（移行型かどうかなど）」などをマークで表示したパンフレットを作成

するという話がでているが、情報の集め方、提示の仕方についてはこれから話し合っていく。 

 

 

３、事例検討会の策定 

現場の様子について、国・県の指導内容と利用者の希望にギャップがあるように思われる。 

例えば、仕事を多く請けると職員が仕事に追われてしまい、相談等の時間がとれないなど、職員自身が

仕事と利用者への支援のバランスについてジレンマを感じてしまう（本来の個別支援が出来ていないの

ではないか）。 

そういったＢ型の事業所や支援者がかかえるジレンマについて支援者同士で話合える機会を持つことで、

今後のより良い支援につながるようにしたい。そのための事例検討会の枠組作りを行っていく。 

また、取り上げていく事例については、計画相談が開始となることに合わせて、内容を検討していくこ

とにする。 

最初の話し合いでは、どのように進めていくか、枠組みを作るところから始める。 

 

 

以上１～３の内容をに対して、福祉的就労担当者会議参加者の中で担当を決め、グループワーキングを

通して解決していく。 



2014.5.27 自立支援協議会資料 

生活支援部会 
 

 生活支援部会では、下記の協議会、連絡会等とつながり、障害を持つ方々の『生活』を支え

るさまざまな資源の課題について検討してきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 23 年度～25 年度は、支え手を「増やす」ことを目的として、人材確保と啓発活動に取り

組み、ハートフルセミナー、障害者週間イベントを市川市と協働で開催。部会の構成員が中心と

なり、実行委員会方式で企画、運営を行った。障害分野、事業種別を超えた横断的な取り組み。 

また、日中活動連絡会を中心に「タクシー送迎」について提案したところだが、実際にタクシ

ー業者との話し合いを行ったところ、現段階では費用面で事業者のメリットは少ないことが判明。

今後、夏頃を目途に試行の取り組みは行う予定だが、本格実施に結び付く可能性は少ない見込み。 

 

今後の活動（案） 

 各協議会、連絡会は、ほぼ独立した活動を行っており、部会ではその報告に終始してしまい

がちである。課題の共有は出来るものの、そこから先の生活支援部会としての具体的な動きに

つながりにくいのが現状。 発足して 5 年が経過したこともあり、今年度は部会全体として

の方向性を改めて検討し直す予定。 

活動案として挙がっているのは以下のとおりだが、いずれも実行委員会またはワーキングチ

ームを立ち上げて活動するため、部会構成員と事務局の負担増が懸念されるところ。 

 

◇人材確保・障害理解促進 

 ・事業所横断の事例検討の取り組み ・新人職員、若手職員向けの研修開催 

・和洋女子大の大学祭の場を活用した障害者と学生ボランティアの交流 

◇泊る場 

  フォーマル、インフォーマル含めた短期間「泊れる場」の検討 

◇市民向け啓発 

 ・障害者週間におけるイベント開催（人権週間とのコラボ） 12/7 日（日）＠文化会館 

   

○日中活動連絡会 

地域活動支援センター、生活介護等、就労系以外の事業所の集まりで、公立施設を

含む。○新  
○居宅支援連絡会 

ヘルパーの事業所、居宅介護、同行援護、移動支援含む。○新  
○重心サポート会議 

重度心身障害のあるお子さんと保護者の生活を充実させるための取り組み。 
重心障害児の預かり、お泊りの「どれみ♪」活動の実績。 

○グループホーム等連絡協議会 

GH、生活ホーム事業を実施する事業者の集まり。GH 等支援ワーカーを中心に、 
ニーズ調査や研修等を行っている。 

○当事者団体連絡会  

平成 24 年度より参加。障害者週間イベントも協働。 
（地域移行連絡協議会） 

精神科病院からの地域移行（退院促進）の取り組み。 
23 年度まで。24 年度からは相談支援部会へ。 
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所　　属 種　　別 備考

1
特定非営利活動法人ほっとハート
相談支援事業所リンク

相談支援
幹事

自立支援協議会委員

2
社会福祉法人　一路会
かしわい苑

通所事業所
副幹事

自立支援協議会委員

3
社会福祉法人南台五光福祉協会
やまぶき園

短期入所・相談支援・ＧＨ 自立支援協議会委員

4 市川市福祉公社 居宅 自立支援協議会委員

5 ヒノデ第一交通株式会社市川営業所 居宅

6 社会福祉法人　いちばん星 通所事業所 自立支援協議会委員

7 社会福祉法人サンワーク ＧＨ・ＣＨ

8
中核地域生活支援センター
　がじゅまる

相談支援・重心 自立支援協議会副会長

9
中核地域生活支援センター
　がじゅまる

グループホーム支援ワー
カー

10 市川手をつなぐ親の会 生活ホーム

11 基幹型支援センターえくる 基幹型支援センター

12
特定非営利活動法人リカバリーサポー
トセンターＡＣＴIPS訪問看護ステーショ
ンＡＣＴ－Ｊ

訪問看護ステーション

13
特定非営利活動法人ほっとハートあり
の実村（ＧＨCH）

ＧＨ・ＣＨ

14
日本オストミー協会千葉県支部
千葉県オストミー協会

市川市障害者団体連絡会 自立支援協議会委員

15 市川市障害者団体連絡会

1 障害者施設課 　

2 障害者施設課

3
障害者支援課
大洲地域生活支援センター

所長（主幹）

4 障害者支援課 主事補

5
障害者支援課
南八幡メンタルサポートセンター

主幹

平成26年度　市川市自立支援協議会　生活支援部会　名簿

氏　　　　名

松尾
マツオ

　明子
アキコ

磯部
イソベ

　利江子
リエコ

三浦
ミウラ

　健
タケシ

内野
ウチノ

　智美
トモミ

大塚
オオツカ

　茂
シゲル

朝比奈
アサヒナ

　ミカ

三
ミゾエ

添　晴江
ハルエ

宮本
ミヤモト

　正
ショウ

栄
エイ

森田
モリタ

　美智子
ミチコ

新正　みち子

木下　静男
キノシタ  シズオ　

調整中
チョウセイチュウ

村山
ムラヤマ

　園
ソノ

芦田
アシダ

　真伍
シンゴ

上田
ウエダ

　昌宏
マサヒロ

松﨑
マツザキ

　明寿
アキトシ

渡辺　由美子

調整中

事務局

調整中

井津井　杏子



第 1 回自立支援協議会 障害者団体連絡会資料 

 

第 1 回団体連絡会 5 月 15 日（火）開催 

１．新庁舎建設に対する説明 

２．勉強会 講師 朝比奈ミカ氏 

障害者権利条約 障害者虐待防止法 障害者差別解消法について 

３．防災時の市役所に対する要望 

要望書、確認別添資料 

8 月の障害者団体連絡会では、進捗状況確認や意見交換 

４．啓発パンフレット作成実行委員 

富岡様 上野様 三田様 平野様 西口様 以上 5 名 

５．年間予定  

８月 危機管理課をお呼びしまして防災時の計画進捗状況や意見交換 

11 月 市民祭り参加予定 

12 月 障害者週間 

６．ハートフルプランアンケート、ヒヤリング実施予定 

７．会議日程 

8 月、11 月、2 月を予定 

資料４



平成 26 年 5 月 15 日 

 

市川市 危機管理監 

古賀 正義 様 

 

市川市障害者団体連絡会 

代表 大井 好美 

 

 

「大規模災害時の障害者への支援に関する要望書」に対する回答についてのお願い 
 

 

拝啓 日頃は障害者団体の活動にご理解を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、「大規模災害時の障害者への支援に関する要望書」に対して、平成 26 年 2 月 20 日付けにてご回

答を頂きありがとうございました。2 月 25 日の障害者団体連絡会において配布し検討しましたが、その

際下記事項について要望やお願い等がありました。 

つきましては、その点を踏まえて現在の検討状況等を含め、8 月開催の障害者団体連絡会での意見交換

をお願いできればと考えております。 

尚、開催日時については別途ご連絡させていただきます。是非共、よろしくお願いいたします。 

敬具 

 

                        記 

 

1． 障害特性を踏まえた災害情報の伝達方法や救出方法の検討 

・小学校区域の全区域での防災訓練に参加するのは困難と考え、北部・南部・福祉避難所の３か所

をモデル例として避難訓練への参加 

・民生委員、自治会長の集まりなどの時にお時間を頂き、啓発活動をさせてもらいたい。 

2． 災害時要援護者等への備蓄の整備についての検討 

・てんかんの薬等命に係わる薬については、必ずお願いし他のものに関してもお願いしたい 

3． 福祉避難所の整備について 

・災害時において、一次的な福祉避難所の立ち上げや二次福祉避難所の拡充及び円滑な運営 

4． 災害時の要援護者名簿の整備と取り交わし 

・要援護者名簿の取り交わしが進んでいないとのこと今後のいっそうのご尽力をお願いいします。 

5． 災害支援に関する行政計画策定時の参加の機会の確保 

・災害に関する会議においては、当事者の参加ができるようお願いします。 

                                           以上 

 

 



平成 26 年 5 月 27 日 

 

各団体の長各位 

市川市障害者団体連絡会 代表 

大井好美 

 

障碍者啓発パンフレット作成に関するご協力のお願い 

 

拝啓 時下ますますご清栄と存じます 

 さて、障害者団体連絡会では、各障碍者の基本特性や接し方や防災時の基本

的な接し方を、パンフレットにまとめ、啓発活動の一環にしたいと思っており

ます。このパンフレット作成にあたっては、障碍者でない方々にもご協力を賜

りたく、下記の通り各団体からのご推薦をいただきたいと考えております。 

 つきましては貴団体よりご推薦をいただきたく、お忙しいところ恐縮ですが

なにとぞよろしくお願いいたします。 

 市民の、障碍者への理解を深めていくために、ご協力賜りますようよろしく

お願いいたします。                        敬具 

 

記 

 

１．ご推薦をお願いしたい方 

  社会福祉協議会 コミュニティワーカー 1 名 

自立支援協議会相談支援部会委員 1 名 

保健所 広域専門指導員 1 名 

 

２．作成体制 障害者団体連絡会の「啓発パンフレット」作成グループ 5 名を

中心に、作成作業を進めたいと考えております。 

       ご協力いただく皆様には、市民の視点からのアドバイスやご意

見をお願いしたいと考えております。 



市川市自立支援協議会の関係図（平成26年度）

行 政

（事務局）
庁内関係各課

行政が設置した協議会やネットワーク等

市川市家庭等における暴力対策ネットワーク会議

市川市自立支援協議会

サービス事業者

障害者団体

障害児関係

相談支援事業

地域福祉関係

就労支援関係

生活支援部会 相談支援部会 就労支援部会

市川市障害者
団体連絡会

日中活動連絡会

ＧＨ等連絡協議会

地域移行支援協議会

居宅支援連絡会

重心サポート会議

福祉的就労会議

就労支援担当者会議

幹事会

個別支援会議

個別支援会議

個別支援会議

ニーズ・課題・困難ケース等

一般就労
福祉的就労

権利擁護連絡会

障害児支援連絡会

市川市社会福祉審議会

障害者福祉専門分科会

資料５
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交換

　　 ◎
     ●

　　 　◎
     ●

平成26年度自立支援協議会（各専門部会）・障害者団体連絡会　開催スケジュール（案）

施設再整備方針について 第2次ハートフルプランについて

資料６



 

 



 

 



 

 





 

市川市における障害者就労施設等からの物品等の調達方針の策定について 

 
 
 
 
 
 
１．障害者優先調達推進法の概要 

○趣旨 

   障害者就労施設等で就労する障害者の経済面での自立を進めるため、国や地方

公共団体が物品やサービスを調達する際、障害者就労施設等から優先的･積極的

に購入することを推進するために制定された(平成 25 年 4 月 1 日施行)。 

  
○市の責務 

・物品等の調達方針の策定･公表 
・調達方針に即した調達の実施 
・調達実績の公表 

 
２．平成 26 年度 物品等の調達方針（概要） 

○調達の対象となる施設等 

①障害者就労施設 

障害福祉サービス事業所等 
 就労継続支援事業所（Ａ型及びＢ型） 
就労移行支援事業所 
生活介護事業所 

  地域活動支援センター他 

②障害者を多数雇用 
する企業 

障害者雇用促進法の特例子会社 
重度障害者多数雇用事業所 

③在宅就業障害者等 
在宅就業障害者 
在宅就業支援団体 

 

○対象となる物品等 

①物品（食品類、印刷類、小物類等で障害者就労施設等が提供可能な物品） 
②サービス（清掃、リサイクル作業等で障害者就労施設等が提供可能なもの） 

 

○調達目標 

前年度の調達実績を上回ること 
 

○公表 

市ホームページにて公表 

 障害者就労施設などから物品等の調達の推進を図ることを目的として、「国などに

よる障害者就労施設等からの物品等の調達の推進に関する法律」（障害者優先調達

推進法）第 9 条第 1 項の規定に基づき、「平成 26 年度市川市における障害者就労施

設等からの物品等の調達方針」を策定しました。 



 

【障害者優先調達推進法のフロー】 

 

【障害者就労施設等の発注例】 

 

① 調達方針の

策定 

② 調達方針に  

即した調達実施 

③ 調達実績の

公表 

市町村等 
障害者が働いている 

施設等 

仕事の発注・物品の購入等

仕事の受注・物品の納入等


